
庁  議  案  件   Ｎｏ．１   

平成３０年１１月６日  

所  管   財 政 局 財 政 部  

  

件  名 平成３０年第４回市議会（１１月議会）付議案件について 

経 過・現状 

 

政 策 課 題 

① 補正予算案及び専決処分 

② その他の案件 

 

対 応 方 針 

 

今 後の取組 

（ 案 ） 

① 補正予算案及び専決処分 

一般会計補正予算案など６件（議案５件、報告１件） 

＜議案５件＞ 

◇ 全会計                                        ６３０，１９５千円 

（債務負担行為 ２，０９６，３００千円) 

（繰越明許費 ９０，０００千円) 

◆ 一般会計 

［歳出］                 ▲５４７，５７９千円 

（債務負担行為 ２，０２８，０００千円) 

（繰越明許費 ９０，０００千円) 

（内訳） 

○ 子育て世帯への支援と負担の軽減       

  （債務負担 １３６，０００千円) 

○ その他                                  ▲５４７，５７９千円 

(債務負担 １，８９２，０００千円) 

 

［歳入］                 ▲５４７，５７９千円 

（内訳） 

〇 国支出金                                 ２７，１８８千円 

〇 繰入金                                   ▲５５０，６００千円 

〇 繰越金                                        ３３千円 

〇 市債                                      ▲２４，２００千円 

 

【繰越明許費】 ９０，０００千円 

 

 

◆ 国民健康保険事業特別会計     １，１９０，９６２千円 

(債務負担 ３８,０００千円) 

◆ 介護保険事業特別会計 ▲９，８７２千円 

(債務負担 ９,０００千円) 

◆ 後期高齢者医療事業特別会計  

(債務負担 ２０,０００千円) 

◆ 水道事業会計                           ▲３，３１６千円 

(債務負担 １,３００千円) 

 

＜報告１件＞ 

 ・平成３０年度堺市一般会計補正予算（第３号）の専決処分  

 



 

② その他の案件 

堺市市税条例の一部を改正する条例など３０件 

（議案２９件、報告１件） 

効 果の想定 
 

関係局との 

政 策 連 携 
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平成 30 年度 11 月補正予算（案） 

 

                                                    ６３０，１９５千円 

（債務負担行為   ２，０９６，３００千円 ） 

（繰越明許 費      ９０，０００千円 ） 

 

 

 

（歳 出）                                             ▲５４７，５７９千円 

（債務負担行為   ２，０２８，０００千円 ） 

（繰越明許 費      ９０，０００千円 ） 

 

 

○は現計予算  ●は債務負担行為の設定 

◆ 子育て世帯への支援と負担の軽減      （債務負担行為 １３６，０００千円） 

                 

 

● 認定こども園等整備事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】   （限度額 136,000 千円） 

・平成 32 年 4 月における待機児童解消に向けた追加の施設整備に対する補助等にかかる  

もの 

追加整備による定員増…50 名（認定こども園分園の創設 1か所） 

 

 

○ 行政情報化推進事務 13,414 千円 

・設備投資に対する課税標準の特例など税制改正に伴う税総合電算システム改修にかかる 

もの 

 

● 電子調達・電子登録システム等運用事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 32 年度】   （限度額 3,000 千円） 

・電子入札システムにおけるソフトウェア使用料の有償化にかかるもの 

 

○ 療養生活環境整備事業                       2,324 千円 

・在宅人工呼吸器使用患者支援事業における対象者の増加に伴う所要増 

 

○ 小児慢性特定疾病医療費助成事業 52,052 千円 

・小児慢性特定疾病医療にかかる扶助費の所要増 

 

◆ その他                                       【事業費 ▲５４７，５７９千円】 

      （債務負担行為 １，８９２，０００千円） 

一 般 会 計 

全 会 計 

資料 １ 
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○● 児童自立支援施設整備事業 ▲54,200 千円 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 33 年度】     （限度額 55,000 千円） 

・児童自立支援施設建築設計業務における業者選定方法の見直しに伴う現計予算の減額及び   

債務負担行為の設定 

 

● 住宅・建築物耐震・防火等改修促進事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 32 年度】   （限度額 113,000 千円） 

・工場の大規模耐震改修工事にかかる補助金 

 

○ 人件費等                           ▲818,393 千円 

・平成 30年度の職員配置等に合わせ、一般会計にかかる職員人件費等の所要減 

 

○ 還付金                             244,654 千円 

・保育対策総合支援事業費国庫補助金などの還付金 

 

○ 繰出金                             12,570 千円 

・大阪府国民健康保険団体連合会の手数料改定に伴う所要増 

・介護保険料(仮算定)納付通知書等作成及び封入・封緘業務の完了年度変更に伴う現計予算

の減額 

・平成 30年度の職員配置等に合わせ、特別会計にかかる職員人件費等の所要増 

国民健康保険事業特別会計へ繰出        27,442 千円 

介護保険事業特別会計へ繰出          ▲14,872 千円 

 

 

＜平成３１年度事業の入札等の準備行為のための債務負担行為＞ 

● 固定資産税賦課事務 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】    （限度額 4,000 千円） 

・固定資産税（償却資産）納税通知書等作成及び封入封緘業務の更新 

 

● 男女共同参画交流の広場運営事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 32 年度】     （限度額 15,000 千円） 

・悩みの相談をはじめとした男女共同参画交流の広場運営業務の更新 

 

● 水銀使用廃製品適正回収事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】       （限度額 31,000 千円） 

・水銀使用廃製品の処理業務及び収集運搬業務の更新 

 

● ごみ収集事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 32 年度】     （限度額 105,000 千円） 

・粗大ごみ収集における人材派遣委託業務の更新 
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● 一時保護所給食調理業務 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】     （限度額 15,000 千円） 

・一時保護所における給食調理業務の更新 

 

● 児童手当事務 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】     （限度額 8,000 千円） 

・児童手当決定通知書等作成及び封入・封緘業務の更新 

 

● さかいＪＯＢステーション事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 32 年度】    （限度額 189,000 千円） 

・さかいＪＯＢステーション運営業務の更新 

 

● 道路維持事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】   （限度額 313,000 千円） 

・道路照明灯の修繕等にかかる単価契約の更新 

 

● 橋りょう維持事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】    （限度額 44,000 千円） 

・橋りょう付属施設等の修繕等にかかる単価契約の更新 

 

● 交通安全施設設置事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】    （限度額 64,000 千円） 

・交通安全施設の修繕等にかかる単価契約の更新 

 

● 道路舗装補修事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】      （限度額 482,000 千円） 

・舗装道路の補修、復旧工事にかかる単価契約の更新 

 

● 河川水路維持事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】       （限度額 6,000 千円） 

・道路照明灯の修繕等にかかる単価契約の更新 

 

● 消防局安全衛生健康管理事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 33 年度】       （限度額 31,000 千円） 

・定期健康診断業務の更新 

 

● 学校園管理運営事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】       （限度額 31,000 千円） 

・学校園産業廃棄物（廃プラスチック類等）収集運搬処理業務の更新 
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● 学校園維持管理事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】       （限度額 342,000 千円） 

・学校環境整備、施設設備の保全、安全管理等に関する業務の更新 

 

● 幼稚園管理運営事業 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 33 年度】       （限度額 39,000 千円） 

・みはら大地幼稚園における通園バスの運行管理委託業務の更新 

 

● 放課後子ども支援一般管理 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】        （限度額 2,000 千円） 

・放課後子ども支援事業納付書作成及び封入・封緘業務の更新 

 

 

（歳 入）                          ▲５４７，５７９千円 

 

○ 国庫支出金                      27,188 千円 

・難病特別対策推進事業費等補助金          1,162 千円 

・小児慢性特定疾病医療費等負担金          26,026 千円 

 

○ 繰入金                      ▲550,600 千円 

・公共施設等特別整備基金繰入金 

 

○ 繰越金                      33 千円 

 

〇 市債                        ▲24,200 千円 

・民生債                                      ▲10,900 千円 

・教育債                                      ▲13,300 千円 

 

【 繰越明許費 】                                    限度額   ９０，０００千円 

○年度内の事業完了が困難なものについて、繰越明許費の設定              

・街路事業（大阪河内長野線）               30,000 千円 

・街路事業（鳳上線）                 60,000 千円 
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◇ 国民健康保険事業特別会計 

 

（歳 出）                        １，１９０，９６２千円 

                         （債務負担行為  ３８，０００千円 ） 
 

○ 一般管理費                                             25,472 千円 

・大阪府国民健康保険団体連合会の手数料改定に伴う所要増 

 

○ 人件費等                                                     1,970 千円 

・平成 30年度の職員配置等に合わせ、特別会計にかかる職員人件費等の所要増                      

 

○ 還付金                           1,163,520 千円 

・国庫負担金等還付金 

 

＜平成３１年度事業の入札等の準備行為のための債務負担行為＞ 

● 国民健康保険納額通知書等作成及び封入・封緘業務 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】    （限度額 38,000 千円） 

・国民健康保険納額通知書等作成及び封入・封緘業務の更新 

 
 

（歳 入）                        １，１９０，９６２千円 

 

○ 一般会計繰入金                27,442 千円 

 

○ 繰越金        1,163,520 千円 

 

 

◇ 介護保険事業特別会計 

 

（歳 出）                            ▲９，８７２千円 

                             （債務負担行為   ９，０００千円 ） 

 

○●被保険者管理事業 ▲19,921 千円 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】      （限度額 7,000 千円） 

・介護保険料（仮算定）納付通知書等作成及び封入・封緘業務の完了年度変更に伴う現計   

予算の減額及び債務負担行為の設定 

 

○ 人件費等                                                     5,049 千円 

・平成 30年度の職員配置等に合わせ、特別会計にかかる職員人件費等の所要増                      

 

特 別 会 計 
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○ 還付金                             5,000 千円 

・国庫負担金等還付金 

 

＜平成３１年度事業の入札等の準備行為のための債務負担行為＞ 

● 介護保険高額介護サービス費支給決定通知書等作成及び封入・封緘業務 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】     （限度額 2,000 千円） 

・介護保険高額介護サービス費支給決定通知書等作成及び封入・封緘業務のための債務負担 

行為の設定 

 

（歳 入）                           ▲９，８７２千円 

 

○ 一般会計繰入金               ▲14,872 千円 

 

○ 繰越金          5,000 千円 

 

 

◇ 後期高齢者医療事業特別会計 

 

（歳 出）                          （債務負担行為  ２０，０００千円 ） 

 

＜平成３１年度事業の入札等の準備行為のための債務負担行為＞ 

● 後期高齢者医療納入通知書等作成及び封入・封緘業務 

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】     （限度額 20,000 千円） 

・後期高齢者医療納入通知書等作成及び封入・封緘業務の更新 

 

 

 

 

 

◇ 水道事業会計 

 

（支 出）                            ▲３，３１６千円 

                             （債務負担行為   １，３００千円 ） 

 

○● 建設改良費 ▲3,316 千円

【債務負担行為の設定:平成 30 年度～平成 31 年度】      （限度額 1,300 千円） 

・水道工事 CAD 設計積算システムの賃借時期の変更に伴う現計予算の減額及び、債務務負担行

為の設定 

 

企 業 会 計 
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平成 30 年第 4回市議会（定例会）提出予定案件 

 

◎提出予定案件概要 

11 月 28 日提案分  36 件（議案 34 件、報告 2 件） 

 

○議 案  34 件 

・条 例 7 件 

1. 堺市市税条例の一部を改正する条例 

2. 堺市印鑑条例の一部を改正する条例 

3. 堺市立のびやか健康館条例 

4. 堺市がん対策推進条例の一部を改正する条例 

5. 堺市立えのきはいむ条例を廃止する条例 

6. 堺市南部大阪都市計画黒山東地区地区計画の区域内における建築物の制限に 

関する条例 

7. 堺市立協和町地区駐車場条例を廃止する条例 

 

・阪和線上野芝・津久野間に係る都市計画道路諏訪森神野線の第一踞尾架道橋架替工事の 

委託に関する協定の変更について    1 件 

 

・姉妹都市の提携について      1 件 

 

・指定管理者の指定について     16 件 

  1. 堺市立人権ふれあいセンター 

    2. 堺市立大浜体育館等 

    3. 堺市金岡公園体育館等 

    4. 堺市立美原体育館等 

    5. 堺市立美原総合スポーツセンター 

    6. 堺市立文化館 

    7. 堺市立のびやか健康館 

    8. 堺市立青少年センター及び堺市立青少年の家 

    9. 堺市立日高少年自然の家 

   10. 堺市立こどもリハビリテーションセンター 

   11. 堺市立勤労者総合福祉センター 

   12. 堺市立農業公園 交流施設 

   13. 堺市立農業公園 加工体験施設 

   14. 堺市鳳公園 

   15. 堺自然ふれあいの森 

   16. 堺市大仙公園日本庭園 

   

資料 ２ 
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・当せん金付証票の発売について   1 件 

 

・市道路線の認定及び廃止について  1 件 

 

 ・共有地処分について        2 件 

1.大字深井共有地処分について 

 2.大字南余部共有地処分について 

 

・補正予算 5件  

  1. 平成 30年度堺市一般会計補正予算（第 4号） 

2. 平成 30年度堺市国民健康保険事業特別会計補正予算（第 2号） 

3. 平成 30年度堺市介護保険事業特別会計補正予算（第 3号） 

4. 平成 30年度堺市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第 1号） 

5. 平成 30年度堺市水道事業会計補正予算（第 1号） 

 

 

○報 告  2 件 

・堺市一般会計補正予算（第 3号）の専決処分の報告について  1 件 

 

・地方自治法第 180 条の規定による市長専決処分の報告について  1 件 

1. 市長の専決事項の指定第 1項による専決処分 

・車両事故   2 件 

・道路上事故   4 件 

・その他    1 件 

2.市長の専決事項の指定第 3項及び第 4項による専決処分 

     ・訴えの提起   1 件 

3. 市長の専決事項の指定第 5項による専決処分 

・工事請負契約の変更契約  1 件 


